
１　特　別　職

期末手当

報　酬 給　料 (千円) その他 計

年間支給率 の手当

(人) (千円) (千円) (月分) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 284 △ 284 △ 170
(△0.10)

△ 1,174 △ 1,021 △ 2,086 △ 3,107
(△0.10)

△ 413 △ 32,071 △ 32,071 △ 32,071

△ 413 △ 31,918 △ 1,458 △ 33,376 △ 1,972 △ 35,348

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

給与費明細書

給      与      費

比
　
　
　
　
　
　
　
較

区　　分

長   等

議   員

その他の
特別職

計

その他の
特別職

計

その他の手当
は、退職手当
組合負担金

職員数 共済費 合　計

計

長   等

議   員

備　考

その他の手当
は、退職手当
組合負担金

長   等

議   員

その他の
特別職

－ 418 －　　　　 　　　　－ 419 －



２　一　般　職

　(1)　総　　括

報 酬 給 料 計
共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(△5)

△ 41

　再任用短時間勤務職員分の給与費、共済費を含めた額を記載しています。

管 理 職 管 理 職 員 特 殊 勤 務

手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 1,532 △ 281

宿 日 直 時 間 外 退 職 手 当

手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 14,725

職員数

(人)

計
組合負担金

扶 養 手 当
特別勤務手当

通 勤 手 当

児 童 手 当期 末 手 当 勤 勉 手 当

△ 22,161

本  年  度

前年度

地 域 手 当
区      分

　(　)内は、再任用短時間勤務職員数であり、外書きです。

住 居 手 当

比　較

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
等
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

本  年  度

前  年  度

比    　較

区    　分

前  年  度

比    　較

職員手当等
区 分

本年度

備 考

給　       　与　       　費

－ 418 －　　　　 　　　　－ 419 －



　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 計
共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 8

　再任用短時間勤務職員分の給与費、共済費を含めた額を記載しています。

管 理 職 管 理 職 員 特 殊 勤 務

手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 1,532 △ 281

宿 日 直 時 間 外 退 職 手 当

手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 14,725 △ 18,490 △ 7,329

住 居 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
組合負担金

△ 24,894△ 29,490

本  年  度

前  年  度

比    　較

区    　分

　(　)内は、再任用短時間勤務職員数であり、外書きです。

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
等
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区      分
地 域 手 当 扶 養 手 当 通 勤 手 当

特別勤務手当

本  年  度

児 童 手 当 計

前  年  度

比    　較

△ 22,161 △ 7,329比　較

前年度

本年度

区 分

給　       　与　       　費

(△5)

備 考職員数

(人)

職員手当等

－ 420 －　　　　 　　　　－ 421 －



　　　イ　会計年度任用職員

報 酬 給 料 計
共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分

給　       　与　       　費

備 考職員数

(人)

職員手当等

本年度

前年度

△ 33比　較

職員手当等は
期末手当

職員手当等は
期末手当

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 計
共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 8

　再任用短時間勤務職員分の給与費、共済費を含めた額を記載しています。

管 理 職 管 理 職 員 特 殊 勤 務

手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 1,532 △ 281

宿 日 直 時 間 外 退 職 手 当

手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 14,725 △ 18,490 △ 7,329

住 居 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
組合負担金

△ 24,894△ 29,490

本  年  度

前  年  度

比    　較

区    　分

　(　)内は、再任用短時間勤務職員数であり、外書きです。

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
等
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区      分
地 域 手 当 扶 養 手 当 通 勤 手 当

特別勤務手当

本  年  度

児 童 手 当 計

前  年  度

比    　較

△ 22,161 △ 7,329比　較

前年度

本年度

区 分

給　       　与　       　費

(△5)

備 考職員数

(人)

職員手当等

－ 420 －　　　　 　　　　－ 421 －



　(２)　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　明

(千円) (千円)

給　　料 △ 22,161 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 △ 24,312 職員の異動等による減分

△ 24,312千円 本年度 448人

前年度 461人

増　減 △ 13人

△ 7,329 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 7,329 職員の異動等による減分 定年退職者 7人

△ 7,329千円

　会計年度任用職員の報酬及び職員手当等の増減額を除く。

職員手当等

増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　考

職員数の異動状況

－ 422 －　　　　 　　　　－ 423 －



　(３)　給料及び職員手当等の状況
　 　ア　職員１人当たり給与

　再任用短時間勤務職員を除く。

　  イ　初 任 給

令和３年１月１日現在

平均給料月額 円

技 能 労 務 職 円

平均給料月額 円

平均給与月額 円

平均年齢 歳・月

一 般 行 政 職 円

大学卒程度

区　　　　分

平均給与月額 円

平均年齢 歳・月

令和２年１月１日現在

技能労務職

薬剤・医療職

区　　　       　　　　　　分
看護・保健職

一般行政職 税　務　職

高校卒程度

国　　　の　　　制　　　度

一 般 行 政 職 円 技 能 労 務 職 円

　(２)　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　明

(千円) (千円)

給　　料 △ 22,161 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 △ 24,312 職員の異動等による減分

△ 24,312千円 本年度 448人

前年度 461人

増　減 △ 13人

△ 7,329 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 7,329 職員の異動等による減分 定年退職者 7人

△ 7,329千円

　会計年度任用職員の報酬及び職員手当等の増減額を除く。

職員手当等

増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　考

職員数の異動状況

－ 422 －　　　　 　　　　－ 423 －



ウ　級別職員数

再任用短時間勤務職員を除く。

(級別の基準となる職務)

税　務　職

職

員

数

計

２ 級

計

１ 級

計

１ 級

５ 級

技能労務職
薬剤・医療職
看護・保健職

構 構職 職

３ 級

３ 級

２ 級

構

級
成

比

区
分

令
和
３
年
１
月
１
日
現
在

４ 級

３ 級

一般行政職

構

級

職

成

比

(％)

５ 級

員

数

(人)

比

(％)

級
成

級
員

数

(人)

成

比

２ 級

５ 級

員

数

(人)

２ 級

(人) (％)

４ 級

３ 級

(％)

４ 級

５ 級

１ 級

４ 級

１ 級

計 計

３ 級

２ 級

１ 級

２ 級

計

１ 級

計

１ 級

２ 級

令
和
２
年
１
月
１
日
現
在

２ 級

計

４ 級

３ 級

５ 級５ 級

４ 級

１ 級

区　分

主事主任部長

技能労務職

５級 ４級 ３級 ２級 １級

技能主任 技能主事

課長 係長一般行政職

－ 424 －　　　　 　　　　－ 425 －



      エ　昇給

職 員 数 （Ａ） (人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％）

職 員 数 （Ａ） (人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％）

前

　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

本
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

合　　計

技能労務職

区　   　　　　　　　分

一般行政職

代 表 的 な 職 種

ウ　級別職員数

再任用短時間勤務職員を除く。

(級別の基準となる職務)

税　務　職

職

員

数

計

２ 級

計

１ 級

計

１ 級

５ 級

技能労務職
薬剤・医療職
看護・保健職

構 構職 職

３ 級

３ 級

２ 級

構

級
成

比

区
分

令
和
３
年
１
月
１
日
現
在

４ 級

３ 級

一般行政職

構

級

職

成

比

(％)

５ 級

員

数

(人)

比

(％)

級
成

級
員

数

(人)

成

比

２ 級

５ 級

員

数

(人)

２ 級

(人) (％)

４ 級

３ 級

(％)

４ 級

５ 級

１ 級

４ 級

１ 級

計 計

３ 級

２ 級

１ 級

２ 級

計

１ 級

計

１ 級

２ 級

令
和
２
年
１
月
１
日
現
在

２ 級

計

４ 級

３ 級

５ 級５ 級

４ 級

１ 級

区　分

主事主任部長

技能労務職

５級 ４級 ３級 ２級 １級

技能主任 技能主事

課長 係長一般行政職

－ 424 －　　　　 　　　　－ 425 －



　　　オ　期末手当・勤勉手当

　(　)内は、再任用職員の支給率

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者 の者 の者

(月分) (月分) (月分) (月分)

国 の 制 度

支給率等

   (2%～45%　加算)

  　　キ　地域手当

（％）

（人）

（％）

－

有

前　年　度
（1.160） （1.160）

本　年　度
（1.160） （1.160）

備　考

有

有

その他の加算措置等

国 の 制 度

区　　分

６月  (月分) １２月  (月分) ３月  (月分)

支　給　期　別　支　給　率

備　考

(月分)

職制上の段階、

職 務 の 級 等に

よ る 加 算 措置

支給率計

区　　分

支 給 率 等

　　特例措置

　　特例措置

   (2%～20%　加算)

　　定年前早期退職

　　定年前早期退職

　支給対象職員数

　国の指定基準に基づく支給率

市　内　全　域支　給　対　象　地　域

　支　　給　　率

－ 426 －　　　　 　　　　－ 427 －



　　　ク　特殊勤務手当

一 般 行 政 職

（％）

（％）

　　　ケ　その他の手当

国 の 制 度

と の 異 同

※1

※2

※1

円

３５歳未満の世帯主であって月額

通勤手当 異 な る

その他交通用具使用者は距離に応じ支給

除した1か月当たりの最高限度55,000円 )、除した1か月当たりの最高限度55,000円)、

交通機関6か月定期代相当額(ただし、6で 交通機関6か月定期代相当額(ただし、6で

その他交通用具使用者は距離に応じ支給

異 な る住居手当

借 家

扶養手当 異 な る

そ の 他

※1　課長職については3,000円

の年度末までの子については１人

円 以 上 の 家 賃 を 支 払 っ て

いる職員に支給ああああああああ

区　　分

社会福祉業務手当、賦課調査事務手当

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和３年１月１日現在）

区　　　　　　　分
代 表 的 な 職 種

給料総額 に対 する 比率

そ の 他 6,500円

6,500円

10,000円子

配 偶 者

東　　　大　　　和　　　市 国

全　　職　　種
技 能 労 務 職

借　　　　　　家

円加算 あああ あああああ

※ 満１６歳の年度初めから満２２歳

配 偶 者

子

満１６歳の年度初めから満２２歳の年度

末までの子１人につき5,000円加算

28,000円(最高)

6,000円

9,000円

6,000円

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　(　)内は、再任用職員の支給率

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者 の者 の者

(月分) (月分) (月分) (月分)

国 の 制 度

支給率等

   (2%～45%　加算)

  　　キ　地域手当

（％）

（人）

（％）

－

有

前　年　度
（1.160） （1.160）

本　年　度
（1.160） （1.160）

備　考

有

有

その他の加算措置等

国 の 制 度

区　　分

６月  (月分) １２月  (月分) ３月  (月分)

支　給　期　別　支　給　率

備　考

(月分)

職制上の段階、

職 務 の 級 等に

よ る 加 算 措置

支給率計

区　　分

支 給 率 等

　　特例措置

　　特例措置

   (2%～20%　加算)

　　定年前早期退職

　　定年前早期退職

　支給対象職員数

　国の指定基準に基づく支給率

市　内　全　域支　給　対　象　地　域

　支　　給　　率

－ 426 －　　　　 　　　　－ 427 －


